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 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法

・ 償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 3. 重要な会計方針の変更

・ サービス活動増減の部　事業費　給食費　2,253,115円　を　
サービス活動外増減の部　その他のサービス活動外費用　利用者等外給食費へ振り替える。

・ サービス活動増減の部　事務費　業務委託費　3,511,200円　を　
サービス活動外増減の部　その他のサービス活動外費用　雑損失へ振り替える。

事業活動計算書のサービス活動増減差額が5,764,315円増加し、サービス活動外増減差額が同額減少する。

 4. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）
(2)事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）
(4)公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）
(5)各拠点区分におけるサービス区分の内容(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

事業区分 拠点区分 サービス区分
社会福祉事業 本部

児童発達支援センター「ひまわり」　児童発達支援
保育所等巡回支援
発達支援広場(中区)
発達支援広場(浜北・天竜区)
発達支援広場(施設型)

身体障害者福祉センター 身体障害者福祉センター
障害者体育館・プール
福祉バス

相談支援事業所「シグナル」 浜松市障害者相談支援
特定相談支援・障害児相談支援

地域活動支援センター「オルゴール」
生活介護・就労継続支援施設 生活介護
「かがやき」　　　　　 就労継続支援
就労継続支援施設「はばたき」
障害者生活介護施設「ふれんず」

公益事業 友愛のさと診療所　　　　 療育センター
友愛のさと診療所

発達相談支援センター「ルピロ」
子どものこころの診療所
友愛のさと診療所治験事業
子どものこころの診療所治験事業

　レストランの売り上げを　事業活動計算書のサービス活動外増減の部　その他のサービス活動外収益　に
計上、レストランに係る経費を　サービス活動増減の部　事業費と事務費　に計上していたが、収益と費用を
対応させるためレストランに係る費用の勘定科目を変更する。

計算書類に対する注記(法人全体用)

児童発達支援事業所「ひまわり　ひくまの丘」

児童発達支援事業所「ひまわり　こころん」
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 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
該当なし

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

(単位:円)

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

有形リース資産 91,821,600 45,990,180 45,831,420

372,000

10,125,000

20,250,000

20,441,400

10,213,000
30,648,000
10,190,000

30,662,100
20,372,000

10,068,000
10,153,000

102,140,000

622,285

153,000
2,140,000

10,044,000

9,995,000 △ 5,000

125,000
10,033,000

89,000

9,955,000 △ 45,000

79,218,344

H28年度1回浜松市債 10,000,000 10,082,000 82,000
H29年度8回静岡県債 10,000,000 10,102,000 102,000

債権の当期末残高
0 231,828,277

231,828,277

種類及び銘柄 帳簿価額

H30年度1回浜松市債 10,000,000 10,033,000 33,000

小計

97,756

H26年度4回静岡県債

H27年度5回福岡市債
H27年度1回静岡市債

68,000

H29年度1回浜松市債 10,000,000

414,484

213,000
648,000
190,000

44,000

10,127,000 127,000
H29年度9回北海道債

H23年度8回愛知県債

H23年度1回浜松市債
10,000,000

H26年度1回浜松市債

H24年度5回静岡県債 10,110,00010,012,244

10,089,000

33,000

H27年度1回浜松市債

10,000,000

20,000,000

20,026,916

10,000,000
30,000,000
10,000,000

30,039,815
20,000,000

H27年度1回浜松市債

10,000,000
100,000,000

10,000,000

10,000,000

H26年度5回静岡県債

第14回名古屋市債

H30年度1回浜松市債 10,000,000

10,000,000

H26年度1回浜松市債

H24年度1回浜松市債
H25年度1回浜松市債

R2年度1回浜松市債 10,000,000

R1年度1回浜松市債
第477回名古屋市債 10,074,00010,000,000 74,000

250,000

16,028,651

83,019,078

23,075,163

器具及び備品

時価 評価損益

事業未収金
合計

債権額
231,828,277
231,828,277 0

1,385,595
5

8,926,161

162,237,422

徴収不能引当金の当期末残高

24,954,812

3,045,600
建物
構築物
車輌運搬具 12,517,728

6,822,519
1,660,005

12,517,723

取得価額 減価償却累計額

30,000,000 30,006,000 6,000

基本財産の種類
定期預金

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
3,000,000
3,000,000

0
0

0
0

3,000,000
3,000,000

当期末残高
29,897,682
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(単位:円)

現金預金 ― ― ― 123,705,363
現金 売上 ― 手許有高 ― ― 255,070

小口現金 ― 手許有高 ― ― 0

つり銭 ― 手許有高 ― ― 150,000
405,070

普通預金 静岡銀行/笠井支店　No.0185068他 ― 運転資金 ― ― 114,756,117

静岡銀行/笠井支店　No.0349479 ― 預り金 ― ― 5,959,634

静岡銀行/笠井支店　No.0400544他 ― 運転資金 ― ― 1,794,472

浜松いわた信用金庫/笠井支店　No.0163950 ― 運転資金 ― ― 50,000

遠州信用金庫/笠井支店　No.1048768 ― 運転資金 ― ― 20,000

とぴあ浜松農業協同組合/笠井支店　No.0003976 ― 運転資金 ― ― 10,000

浜松いわた信用金庫/鴨江支店　No.5057214 ― 運転資金 ― ― 710,070
123,300,293

事業未収金 ― 自立支援費収入、外来診療収入等 ― ― 231,828,277

医薬品 ― 友愛のさと診療所薬品 ― ― 949,882

立替金 ― 共済会職員負担分(4～6月分)立替等 ― ― 253,463

前払金 ― 共済会事業主負担分(4～6月分)等 ― ― 346,869

前払費用 ― ひまわりひくまの丘物件賃料(4月分)等 ― ― 326,800
357,410,654

定期預金 静岡銀行/笠井支店　No.0106286 ― 第1号基本金 ― ― 3,000,000
3,000,000

建物
体育館更衣室エアコン等
（身障センター）

平成26年度 利用者支援に使用 2,444,604 1,274,471 1,170,133

硝子面ＵＶカットフィルム等
（友愛のさと診療所）

平成26年度 利用者支援に使用 1,260,683 718,110 542,573

言語室改修21.6㎡等
（子どものこころの診療所）

平成26年度 利用者支援に使用 3,335,585 1,316,725 2,018,860

湯沸し器等
（かがやき）

平成27年度 利用者支援に使用 2,112,570 467,886 1,644,684

電子カルテＬＡＮ配線等
（相談支援事業所）

平成27年度 電子カルテ用として使用 475,092 135,236 339,856

防火壁等
（ひまわり　ひくまの丘）

平成27年度 利用者支援に使用 2,345,198 1,361,615 983,583

こころん184.39㎡
（ひまわり　こころん）

平成29年度 利用者支援に使用 16,162,200 1,212,165 14,950,035

オルゴール訓練室流し台
（オルゴール）

平成29年度 利用者支援に使用 140,400 35,272 105,128

トイレ改修等
（ふれんず）

平成29年度 利用者支援に使用 441,720 79,177 362,543

クラウドサービス初期物品
（ひまわり）

平成30年度 事業用として使用 928,800 193,500 735,300

物置
（はばたき）

令和元年度 事業用として使用 250,830 28,362 222,468

23,075,163

構築物
プレイポート人工芝
(友愛のさと診療所)　他5件

― 3,045,600 1,660,005 1,385,595

車輌運搬具 トヨタハイエース(ふれんず)　他4件 ― 12,517,728 12,517,723 5

器具及び備品
WAIS-Ⅲ知能検査用具
(友愛のさと診療所)　他31件

― 24,954,812 16,028,651 8,926,161

有形リース資産
電子カルテ
（子どものこころの診療所）他16件

― 91,821,600 45,990,180 45,831,420

ソフトウェア
医学情報解析ソフト
(友愛のさと診療所）　他12件

― 4,196,640 1,106,100 3,090,540

退職給付引当資産 静岡銀行/笠井支店　No.0357117他 ― 退職金支払に備えた預金・債券 ― ― 436,396,952

施設整備等積立資産 浜松信用金庫/笠井支店　No.1001274 ― 施設・設備の整備に備えた預金 ― ― 50,000,000

財政調整積立資産 静岡銀行/笠井支店　No.0349515他 ― 財源不足に備えた預金・債券 ― ― 120,329,699

差入保証金 （ひまわりひくまの丘） ― 賃貸物件の敷金 ― ― 1,800,000

690,835,535
693,835,535
1,051,246,189

財　産　目　録
令和3年 3月31日現在

貸借対照表科目 場所･物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

固定資産合計

Ⅰ　資産の部

1 流動資産

小計

小計

流動資産合計

2 固定資産

(1) 基本財産

基本財産合計

(2) その他の固定資産

小計

その他の固定資産合計

資産合計
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事業未払金 ― ― ― 29,949,995

その他の未払金 ― ― ― 11,354,945

― ― ― 18,364,320

未払費用 ― ― ― 40,197,740

預り金 源泉所得税 ― ― ― 55,864

その他の預り金 ― ― ― 6,930

治験 ― ― ― 210,000
272,794

職員預り金 源泉所得税 ― ― ― 2,293,452

社会保険料 ― ― ― 327,633

住民税 ― ― ― 3,231,200

雇用保険料 ― ― ― 44,555
5,896,840

前受金 471,570

賞与引当金 ― ― ― 77,269,292
183,777,496

リース債務 ― ― ― 27,467,100

退職給付引当金 ― ― ― 436,396,952
463,864,052
647,641,548
403,604,641

Ⅱ　負債の部

1 流動負債

小計

小計

2 固定負債

固定負債合計

負債合計

差引純資産

1年以内返済予定リース債務

流動負債合計
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拠点区分別
計算書類
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)本部拠点区分計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
該当なし

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11.重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

3,545,621
合計 3,545,621 0 3,545,621

事業未収金 3,545,621 0
債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

定期預金 3,000,000 0 0 3,000,000

計算書類に対する注記(本部拠点区分用)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

3,000,000合計 3,000,000 0 0
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)児童発達支援センター「ひまわり」拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

(2)拠点区分事業活動明細書
ア 児童発達支援 イ 保育所等巡回支援 ウ 発達支援広場（中区）
エ 発達支援広場（浜北・天竜区） オ 発達支援広場（施設型）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

建物 928,800 193,500 735,300
構築物 1,567,080 766,647

計算書類に対する注記(児童発達支援センター「ひまわり」拠点区分用)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

800,433

合計 14,033,128 5,746,522 8,286,606
有形リース資産 9,046,380 3,769,325 5,277,055
器具及び備品 2,490,868 1,017,050 1,473,818

合計 43,794,346 0 43,794,346

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
43,794,346事業未収金 43,794,346 0
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)児童発達支援事業所「ひまわりひくまの丘」拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

器具及び備品 714,852 648,574 66,278
建物 2,345,198 1,361,615 983,583

計算書類に対する注記(児童発達支援事業所「ひまわりひくまの丘」拠点区分用)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

合計 4,649,375 0 4,649,375

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
4,649,375事業未収金 4,649,375 0

有形リース資産 274,140 114,225 159,915
合計 3,334,190 2,124,414 1,209,776
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)児童発達支援事業所「ひまわりこころん」拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

事業未収金 3,839,944 0 3,839,944
合計 3,839,944 0 3,839,944

合計 16,890,440 1,785,491 15,104,949

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

器具及び備品 728,240 573,326 154,914
建物 16,162,200 1,212,165 14,950,035

計算書類に対する注記(児童発達支援事業所「ひまわりこころん」拠点区分用)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)身体障害者支援センター拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

(2)拠点区分事業活動明細書
ア 身体障害者福祉センター イ 障害者体育館・プール ウ 福祉バス

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

5,634,186

計算書類に対する注記(身体障害者福祉センター拠点区分用)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2
建物 2,444,604 1,274,471 1,170,133
車輌運搬具 5,979,538 5,979,536
器具及び備品 16,348,240 10,714,054

合計 6,472,500 0 6,472,500

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

有形リース資産 1,644,840 685,350 959,490

事業未収金 6,472,500 0 6,472,500

合計 26,417,222 18,653,411 7,763,811
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)相談支援事業所「シグナル」拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

(2)拠点区分事業活動明細書
ア 浜松市障害者相談支援 イ 特定相談支援・障害児相談支援

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

計算書類に対する注記(相談支援事業所「シグナル」拠点区分用)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物 475,092 135,236 339,856
器具及び備品 442,044 375,256 66,788

合計 27,080,390 0 27,080,390

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

有形リース資産 6,030,960 2,512,900 3,518,060

事業未収金 27,080,390 0 27,080,390

合計 6,948,096 3,023,392 3,924,704
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)地域活動支援センター「オルゴール」拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

計算書類に対する注記(地域活動支援センター「オルゴール」拠点区分用)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物 140,400 35,272 105,128
器具及び備品 669,600 669,599 1

合計 1,437,856 0 1,437,856

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

有形リース資産 1,096,560 456,900 639,660

事業未収金 1,437,856 0 1,437,856

合計 1,906,560 1,161,771 744,789
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)生活介護・就労継続支援施設「かがやき」拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

(2)拠点区分事業活動明細書
ア 生活介護 イ 就労継続支援

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

器具及び備品 339,444 130,825 208,619

計算書類に対する注記(生活介護・就労継続支援事業「かがやき」拠点区分用)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2
建物 2,112,570 467,886 1,644,684
車輌運搬具 3,884,190 3,884,188

合計 22,436,530 0 22,436,530

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

有形リース資産 4,386,180 1,827,575 2,558,605

事業未収金 22,436,530 0 22,436,530

合計 10,722,384 6,310,474 4,411,910
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)就労継続支援施設「はばたき」拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

計算書類に対する注記(就労継続支援施設「はばたき」拠点区分用)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物 250,830 28,362 222,468
器具及び備品 574,840 139,992 434,848

合計 6,851,750 0 6,851,750

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

有形リース資産 1,644,780 685,325 959,455

事業未収金 6,851,750 0 6,851,750

合計 2,470,450 853,679 1,616,771
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)障害者生活介護施設「ふれんず」拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

構築物 540,000 244,215 295,785
建物 441,720 79,177 362,543

計算書類に対する注記(障害者生活介護施設「ふれんず」拠点区分用)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

車輌運搬具 2,654,000 2,653,999 1

合計 7,552,340 4,384,641
有形リース資産 3,289,620 1,370,675 1,918,945
器具及び備品 627,000 36,575 590,425

合計 13,848,167 0 13,848,167

3,167,699

事業未収金 13,848,167 0 13,848,167
債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更

・ サービス活動増減の部　事業費　給食費　2,253,115円　を　
サービス活動外増減の部　その他のサービス活動外費用　利用者等外給食費へ振り替える。

・ サービス活動増減の部　事務費　業務委託費　3,511,200円　を　
サービス活動外増減の部　その他のサービス活動外費用　雑損失へ振り替える。

事業活動計算書のサービス活動増減差額が5,764,315円増加し、サービス活動外増減差額が同額減少する。

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)友愛のさと診療所拠点区分計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

(2)拠点区分事業活動明細書
ア 療育センター イ 友愛のさと診療所

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

建物 1,260,683 718,110 542,573

計算書類に対する注記(友愛のさと診療所拠点区分用)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　レストランの売り上げを　事業活動計算書のサービス活動外増減の部　その他のサービス活動外収益　に
計上、レストランに係る経費を　サービス活動増減の部　事業費と事務費　に計上していたが、収益と費用を
対応させるためレストランに係る費用の勘定科目を変更する。

構築物 938,520 649,143 289,377

有形リース資産 37,593,600 15,119,680 22,473,920
器具及び備品 1,679,808 1,555,966 123,842

合計 62,722,468 0 62,722,468

23,429,712

事業未収金 62,722,468 0 62,722,468
債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

合計 41,472,611 18,042,899
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10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)発達相談支援センター「ルピロ」拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）
 5. 基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

計算書類に対する注記(発達相談支援センター「ルピロ」拠点区分用)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
有形リース資産 4,762,800 2,857,680 1,905,120

合計 4,762,800 2,857,680 1,905,120
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)子どものこころの診療所拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

 5. 基本財産の増減の内容及び金額
該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

建物 3,335,585 1,316,725 2,018,860

計算書類に対する注記(子どものこころの診療所拠点区分用)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

5,461,195
器具及び備品 339,876 167,434 172,442
有形リース資産 22,051,740 16,590,545

合計 35,149,330 0 35,149,330

7,652,497

事業未収金 35,149,330 0 35,149,330
債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

合計 25,727,201 18,074,704
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)友愛のさと診療所治験事業拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）
 5. 基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
該当なし

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

計算書類に対する注記(友愛のさと診療所治験事業拠点区分用)
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 1. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　 ・償却原価法による。
(2)たな卸資産の評価方法

・ 最終仕入原価法による。
(3)固定資産の減価償却の方法
   ・有形固定資産、無形固定資産は定額法による。
   ・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
(4)引当金の計上基準
　 ・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。
　 ・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、当期末における要支給額を算定して額を

計上している。
(5)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっている。

 2. 重要な会計方針の変更
特になし

 3. 法人で採用する退職給付制度
当法人の職員退職手当支給規程による。

 4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)子どものこころの診療所治験事業拠点区分計算書類

（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）
 5. 基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

 6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 7. 担保に供している資産
該当なし

 8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
該当なし

 9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
※債権に関する額は法人全体の注記による。

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

計算書類に対する注記(子どものこころの診療所治験事業拠点区分用)
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社
会
福
祉

法
人
名
　
社
会

福
祉
法
人
　

浜
松
市
社
会

福
祉
事
業
団

(
単
位

:
円
)
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の
他

5
0
,0

0
0

5
0
,0

0
0

そ
の
他

9
8
,0

0
0

9
8
,0

0
0

0
1
4
8
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0
0

0
0

9
8
,0

0
0

5
0
,0

0
0

利
用
者
の

家
族

3
3
9
,4

0
0

3
3
9
,4

0
0

0
3
3
9
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0
0

0
3
3
9
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0
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0
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0
4
8
7
,4

0
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0
3
3
9
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0
0

9
8
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0
0

5
0
,0

0
0

（
注
）
１

．
寄
附
者
の
属

性
の
内
容
は

、
法
人
の
役

職
員
、
利
用
者

本
人
、
利

用
者

の
家
族

、
取
引

業
者

、
そ

の
他
と
す
る

。
　
　
　
２

．
「
寄
附
金
額

」
欄
に
は
寄

附
物
品
を
含

め
る
も
の
と
す

る
。
「
区

分
欄

」
に
は

、
経
常

経
費

寄
附

金
収
益
の
場

合
は
「
経

常
」
、

長
期
運
営

資
金
借

入
金

　
　
　
　

元
金
償
還
寄
附

金
収
益
の
場

合
は
「
運
営

」
、
施
設
整
備

等
寄
附
金

収
益

の
場
合

は
「
施

設
」

、
設

備
資
金
借
入

金
元
金
償

還
寄
附

金
収
益
の

場
合
は

「
償
還

」
、

　
　
　
　

固
定
資
産
受
贈

額
の
場
合
は

「
固
定
」
と

、
寄
附
金
の
種

類
が
わ
か

る
よ

う
に
記

入
す
る

こ
と

。
　
　
　
３

．
「
寄
附
金
額

」
の
「
区
分

小
計
」
欄
は

事
業
活
動
計
算

書
の
勘
定

科
目

の
金
額

と
整
合

す
る

も
の

と
す
る
。
ま

た
、
「
寄

附
金
額

の
拠
点
区

分
ご
と

の
内
訳

」
の

　
　
　
「

区
分
小
計
」
欄

は
、
拠
点
区

分
事
業
活
動

計
算
書
の
勘
定

科
目
の
金

額
と

原
則
と

し
て
一

致
す

る
も

の
と
す
る
。

寄
附
金
収

益
明
細

書
(
自
)
令
和
 
2
年
 
4
月

 
1
日

(
至
)
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

就
労

継
続
支

援
施
設

「
は
ば
た

き
」

障
害
者
生

活
介

護
施

設
「
ふ

れ
ん
ず
」

友
愛
の

さ
と

診
療
所

う
ち

基
本
金

組
入
額

寄
附

金
額

の
拠
点

区
分

ご
と

の
内
訳

合
計

寄
附
者
の

属
性

区 分
件
数

寄
附
金
額

区
分

小
計

経 常

区
分

小
計

固 定
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1
,5

3
4
,0

6
7

1
,4

7
0
,3

3
0

（
注
）

１
．

「
区

分
」

欄
に

は
、

介
護

保
険

事
業

の
補

助
金

事
業

収
益
の

場
合

は
「

介
護

事
業

」
、

老
人

福
祉

事
業

の
補

助
金

事
業

収
益

の
場

合
は

「
老

人
事

業
」

、
児

童
福

祉
事

業
の

補
助

金
事
業
収

益
の
場
合

は
「
児
童

事
業

」
、

　
　
　

　
　

保
育

事
業

の
補

助
金

事
業

収
益

の
場

合
は

「
保

育
事

業
」
、

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
事

業
の

補
助

金
事

業
収

益
の

場
合

は
「

障
害

事
業

」
、

生
活

保
護

事
業

の
補

助
金

事
業

収
益

の
場
合
は

「
生
活
保

護
事
業
」

、

　
　
　

　
　

医
療

事
業

の
補

助
金

事
業

収
益

の
場

合
は

「
医

療
事

業
」
、

○
○

事
業

の
補

助
金

事
業

収
益

の
場

合
は

「
○

○
事

業
」

、
借

入
金

利
息

補
助

金
収

益
の

場
合

は
「

利
息

」
、

施
設

整
備
等
補

助
金
収
益

の
場
合
は

「
施

設
」

、

　
　
　

　
　

設
備

資
金

借
入

金
元

金
償

還
補

助
金

収
益

の
場

合
は

「
償
還

」
と

補
助

金
の

種
類

が
わ

か
る

よ
う

に
記

入
す

る
こ

と
。

　
　
　

　
　

　
な

お
、

運
用

上
の

留
意

事
項

（
課

長
通

知
）

別
添

３
「
勘

定
科

目
説

明
」

に
お

い
て

「
利

用
者

か
ら

の
収

益
も

含
む

」
と

記
載

さ
れ

て
い

る
場

合
の

み
、

「
補

助
金

事
業

に
係

る
利
用
者

か
ら
の
収

益
」
欄
を

記
入

す
る

も
の

と
す
る

。

　
　
　

２
．

「
交

付
金

額
等

合
計

」
の

「
区

分
小

計
」

欄
は

事
業

活
動
計

算
書

の
勘

定
科

目
の

金
額

と
整

合
す

る
も

の
と

す
る

。

　
　
　

　
　

ま
た

、
「

交
付

金
額

等
合

計
の

拠
点

区
分

ご
と

の
内

訳
」
の

「
区

分
小

計
」

欄
は

、
拠

点
区

分
事

業
活

動
計

算
書

の
勘

定
科

目
の

金
額

と
一

致
す

る
も

の
と

す
る

。

補
助
金

事
業
等
収

益
明
細
書

(
自
)
令
和

 
2
年
 
4
月

 
1
日
(
至
)
令
和
 
3
年

 
3
月
3
1
日

交
付
団
体
及
び
交

付
の
目
的

区 分
交
付
金
額

補
助

金
事

業
に

係
る

利
用

者
か

ら
の

収
益

交
付
金
額

等
合
計

う
ち

国
庫

補
助

金
等

特
別

積
立

金
積

立
額

交
付

金
額
等
合
計
の
拠

点
区
分

ご
と
の
内
訳

児
童
発
達
支
援

セ
ン

タ
ー
「
ひ
ま
わ

り
」

友
愛
の
さ
と
診

療
所

子
ど

も
の
こ

こ
ろ

の
診

療
所

身
体
障
害
者
福
祉
セ
ン
タ
ー

相
談

支
援
事
業
所

生
活
介

護
・

就
労

継
続

「
か
が
や
き
」

就
労

継
続

支
援
施
設

「
は
ば
た
き
」

区
分
小
計

区
分
小
計

合
計

障
害
者
生
活
介
護
施

設
「
ふ

れ
ん

ず
」

障 害 事 業

区
分
小
計

医 療 事 業

児
童
発

達
支

援
事

業
所

「
ひ

ま
わ

り
ひ

く
ま

の
丘

」
児
童
発
達
支
援
事
業
所

「
ひ
ま
わ
り
　
こ
こ
ろ
ん
」

区
分
小
計

就 労 事 業
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社会福祉法人浜松市社会福祉事業団

１)　事業区分間繰入金明細書
（単位：円）

繰入元 繰入先

該当なし 該当なし

(注)　繰入金の財源には、介護保険収入、運用収入、前期支払資金残高等の別を記入すること

２)　拠点区分間繰入金明細書
（単位：円）

繰入元 繰入先

身体障害者福祉センター 本部
障害福祉サービス等
事業収入

854,000 運転資金

身体障害者福祉センター
地域活動支援センター
「オルゴール」

障害福祉サービス等
事業収入

2,700,000 運転資金

生活介護・就労継続支援施設
「かがやき」

本部
障害福祉サービス等
事業収入

4,700,000 運転資金

友愛のさと診療所 子どものこころの診療所 医療事業収入 10,000,000 運転資金

子どものこころの診療所
治験事業

子どものこころの診療所 その他の収入 200,000 運転資金

(注)　繰入金の財源には、介護保険収入、運用収入、前期支払資金残高等の別を記入すること

拠点区分名
繰入金の財源(注) 金額 使用目的等

事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書

事業区分名
繰入金の財源(注) 金額 使用目的等

（自）　令和2年 4月 1日　（至）　令和3年 3月31日
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社会福祉法人浜松市社会福祉事業団
（単位：円）

各拠点区分ごとの内訳

前年度末残高 3,000,000

第一号基本金 3,000,000 本部拠点区分

第二号基本金

第三号基本金

当期組入額

計 0

当期取崩額

計 0

当期組入額

計 0

当期取崩額

計 0

当期組入額

計 0

当期取崩額

計 0

当期末残高 3,000,000

第一号基本金 3,000,000 本部拠点区分

第二号基本金

第三号基本金
(注)１．

２．

②第二号基本金とは、局長通知本文１１（２）に規定する基本金をいう。
③第三号基本金とは、局長通知本文１１（３）に規定する基本金をいう。

３．

①第一号基本金とは、「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取
扱いについて」（平成２８年厚生労働省局長通知　雇児発0331第15号。（以下「局長通知」
という。））本文１１（１）に規定する基本金をいう。

従前及び今回の改正において特例により第一号基本金・第二号基本金の内訳を示していない
法人では、合計額のみを記載するものとする。

「区分並びに組入れ及び取崩しの事由」の欄に該当する事項がない場合には、記載を省略する。

第
一
号
基
本
金
第
二
号
基
本
金
第
三
号
基
本
金

基本金明細書

区分並びに組み入れ及び

取崩しの事由
合計

（自）　令和2年 4月 1日　（至）　令和3年 3月31日
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別
紙
３
(
⑦
)

社
会
福

祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法
人

　
浜

松
市

社
会

福
祉

事
業

団

（
単

位
：

円
）

8
9
5
,
9
6
5

0
4
9
1
,
7
1
0

4
0
4
,
2
5
5

0

器
具

及
び

備
品

0
1
,
0
0
7
,
0
0
0

0
1
,
0
0
7
,
0
0
0

3
8
0
,
0
0
0

0
0

6
2
7
,
0
0
0

そ
の

他
の

固
定

資
産

（
有

形
固
定

資
産

）
計

0
1
,
0
0
7
,
0
0
0

0
1
,
0
0
7
,
0
0
0

3
8
0
,
0
0
0

0
0

6
2
7
,
0
0
0

そ
 
の

 
他

 
の
 
固
 
定

 
資
 
産
 
計

0
1
,
0
0
7
,
0
0
0

0
1
,
0
0
7
,
0
0
0

3
8
0
,
0
0
0

0
0

6
2
7
,
0
0
0

当
 
期

 
積
 
立
 
額

 
合
 
計

0
1
,
0
0
7
,
0
0
0

0
1
,
0
0
7
,
0
0
0

3
8
0
,
0
0
0

0
0

6
2
7
,
0
0
0

サ
ー

ビ
ス

活
動
費

用
の

控
除

項
目

と
し

て
 

計
上

す
る

取
崩
額

9
5
4
,
7
0
6

2
2
,
1
6
6

4
9
1
,
7
1
0

4
0
4
,
2
5
5

3
6
,
5
7
5

特
別

費
用

の
控
除

項
目

と
し

て
 

計
上

す
る

取
崩
額

0
0

0
0

0

当
 
期

 
取
 
崩
 
額

 
合
 
計

9
5
4
,
7
0
6

2
2
,
1
6
6

4
9
1
,
7
1
0

4
0
4
,
2
5
5

3
6
,
5
7
5

9
4
8
,
2
5
9

3
5
7
,
8
3
4

0
0

5
9
0
,
4
2
5

(
注
)
１

．
サ

ー
ビ

ス
活

動
費

用
の
控

除
項

目
と

し
て

計
上

す
る

取
崩

額
に

は
、

国
庫

補
助

金
等

特
別
積

立
金

の
対

象
と

な
っ

た
固
定

資
産

の
減

価
償

却
相

当
額

等
の

取
崩

額
を

　
　
　

　
記

入
し

、
特

別
費

用
の
控

除
項

目
と

し
て

計
上

す
る

取
崩

額
に

は
、

国
庫

補
助

金
等

特
別
積

立
金

の
対

象
と

な
っ

た
固
定

資
産

が
売

却
ま

た
は

廃
棄

さ
れ

た
場

合
の

　
　
　

　
取

崩
額

を
記

入
す

る
（
本

文
９

参
照

）
。

　
　
２

．
国

庫
補

助
金

等
特

別
積
立

金
取

崩
額

が
、

就
労

支
援

事
業

の
控

除
項

目
に

含
ま

れ
、

法
人
単

位
事

業
活

動
計

算
書

に
表
示

さ
れ

な
い

額
が

あ
る

場
合

に
は

、
取

崩
の

　
　
　

　
事

由
に

別
掲

し
て

計
上
し

、
法

人
単

位
貸

借
対

照
表

と
一

致
す

る
よ

う
に

作
成

す
る

こ
と
。

当
 
期
 
末
 
残

 
高

身
体
障

害
者

福
祉

セ
ン

タ
ー

生
活
介

護
・
就

労
継
続

「
か
が

や
き

」
障

害
者

生
活

介
護
施

設
「
ふ

れ
ん
ず

」

前
 
期
 
繰
 
越

 
額

当 期 積 立 額 当 期 取 崩 額

国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

区
分

並
び

に
積

立
て

 
及
び

取
崩

し
の

事
由

補
助

金
の

種
類

国
庫

補
助
金

地
方

公
共

団
体

 
補
助

金
そ

の
他

の
団

体
 

か
ら

の
補

助
金

合
計

各
拠

点
区

分
の

内
訳

児
童

発
達
支
援

セ
ン
タ
ー

「
ひ
ま
わ

り
」

-140-



別
紙
３
(
⑧
)

社
会

福
祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法

人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
事

業
団

拠
点

区
分
　

　
　

　
本

部
（

単
位
：

円
）

3
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

0
3
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
3
,
0
0
0
,
0
0
0

0

3
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

0
3
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
3
,
0
0
0
,
0
0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

0
3
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
3
,
0
0
0
,
0
0
0

0

0
0

0
0

0

3
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

0
3
,
0
0
0
,
0
0
0

0

（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）
当

期
増

加
額

（
Ｂ

）
当

期
減

価
償

却
額

（
Ｃ

）
当

期
減

少
額

（
Ｄ

）
期

末
帳

簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）
減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）
摘
要

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額
う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額

差
　
　
　

　
　

引

基
本

財
産
（

無
形

固
定

資
産

）

　
定

期
預
金

基
本
金

合
計

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

無
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
計
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別
紙
３
(
⑧
)

社
会

福
祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法

人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
事

業
団

拠
点

区
分
　

　
　

　
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
「

ひ
ま

わ
り

」
（

単
位
：

円
）

8
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,
1
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0

0
0
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9
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8
0

0
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0
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0
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0
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0
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0
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0
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8
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2
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4
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1
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6
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8
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6
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3
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8
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,
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5
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,
1
6
6
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,
0
3
3
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1
2
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3
8
0
,
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0
0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

1
0
,
3
8
6
,
1
9
0

0
6
2
7
,
0
0
0

3
8
0
,
0
0
0

2
,
4
6
9
,
7
6
8

2
2
,
1
6
6

0
0

8
,
5
4
3
,
4
2
2

3
5
7
,
8
3
4

5
,
8
1
7
,
5
5
6

2
2
,
1
6
6

1
4
,
3
6
0
,
9
7
8

3
8
0
,
0
0
0

1
0
,
3
8
6
,
1
9
0

0
6
2
7
,
0
0
0

3
8
0
,
0
0
0

2
,
4
6
9
,
7
6
8

2
2
,
1
6
6

0
0

8
,
5
4
3
,
4
2
2

3
5
7
,
8
3
4

5
,
8
1
7
,
5
5
6

2
2
,
1
6
6

1
4
,
3
6
0
,
9
7
8

3
8
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0

1
0
,
3
8
6
,
1
9
0

0
6
2
7
,
0
0
0

3
8
0
,
0
0
0

2
,
4
6
9
,
7
6
8

2
2
,
1
6
6

0
0

8
,
5
4
3
,
4
2
2

3
5
7
,
8
3
4

（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

期
末

帳
簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）

う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額

当
期
増

加
額

（
Ｂ

） う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額

当
期

減
価

償
却

額
（

Ｃ
）

摘
要

う
ち

国
庫

補
助

金
等

の
額

当
期

減
少

額
（

Ｄ
） う
ち

国
庫

補
助

金
等

の
額

減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

う
ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額

　
建

物

　
構

築
物

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

差
　
　
　

　
　

引

　
リ

ー
ス
資

産

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

無
形

固
定

資
産

）

　
ソ

フ
ト
ウ

エ
ア

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

無
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
計

　
器

具
及
び

備
品
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別
紙
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(
⑧
)

社
会

福
祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法

人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
事

業
団

拠
点

区
分
　

　
　

　
児

童
発

達
支

援
事

業
所

「
ひ

ま
わ

り
ひ

く
ま

の
丘
」

（
単

位
：

円
）

1
,
2
6
4
,
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0
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8
1
,
1
3
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0
0

0
9
8
3
,
5
8
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1
,
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2
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,
1
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1
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,
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0
0
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,
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4

0
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0
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,
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7
8

0
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,
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4
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1
4
,
8
5
2

0

2
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4
,
7
4
3

0
0

0
5
4
,
8
2
8

0
0

0
1
5
9
,
9
1
5

0
1
1
4
,
2
2
5

0
2
7
4
,
1
4
0

0

1
,
6
7
5
,
4
5
2

0
0

0
4
6
5
,
6
7
6

0
0

0
1
,
2
0
9
,
7
7
6

0
2
,
1
2
4
,
4
1
4

0
3
,
3
3
4
,
1
9
0

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

1
,
9
9
7
,
8
3
8

0
0

0
5
3
1
,
2
4
6

0
0

0
1
,
4
6
6
,
5
9
2

0
2
,
1
9
5
,
4
4
8

0
3
,
6
6
2
,
0
4
0

0

1
,
9
9
7
,
8
3
8

0
0

0
5
3
1
,
2
4
6

0
0

0
1
,
4
6
6
,
5
9
2

0
2
,
1
9
5
,
4
4
8

0
3
,
6
6
2
,
0
4
0

0

0
0

0
0

0

1
,
9
9
7
,
8
3
8

0
0

0
5
3
1
,
2
4
6

0
0

0
1
,
4
6
6
,
5
9
2

0

（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

差
　
　
　

　
　

引

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）

　
建

物

　
器

具
及
び

備
品

　
リ

ー
ス
資

産

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

無
形

固
定

資
産

）

　
ソ

フ
ト
ウ

エ
ア

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

無
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
計

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）
当

期
増

加
額

（
Ｂ

）
当

期
減

価
償

却
額

（
Ｃ

）
当

期
減

少
額

（
Ｄ

）
期

末
帳

簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）
減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）
摘
要

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
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福
祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法

人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
事

業
団

拠
点

区
分
　

　
　

　
児

童
発

達
支

援
事

業
所

「
ひ

ま
わ

り
　

こ
こ

ろ
ん
」

（
単

位
：

円
）

1
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0
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0
0
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,
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0
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0
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,
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,
1
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0
1
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,
1
6
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,
2
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0
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3
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0
0

0
1
4
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,
4
0
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0
0

0
1
5
4
,
9
1
4

0
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7
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,
3
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7
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,
2
4
0

0

1
5
,
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,
5
9
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0
0

0
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7
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,
6
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0
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0
1
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,
1
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4
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9
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0
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,
7
8
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4
9
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0
1
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,
8
9
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,
4
4
0

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

3
2
2
,
3
8
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0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
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,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

1
5
,
8
9
8
,
9
8
0

0
0

0
5
3
7
,
2
1
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0
0

0
1
5
,
3
6
1
,
7
6
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0
1
,
8
5
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,
5
2
5

0
1
7
,
2
1
8
,
2
9
0

0

1
5
,
8
9
8
,
9
8
0

0
0

0
5
3
7
,
2
1
5

0
0

0
1
5
,
3
6
1
,
7
6
5

0
1
,
8
5
6
,
5
2
5

0
1
7
,
2
1
8
,
2
9
0

0

0
0

0
0

0

1
5
,
8
9
8
,
9
8
0

0
0

0
5
3
7
,
2
1
5

0
0

0
1
5
,
3
6
1
,
7
6
5

0

（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

無
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
計

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

差
　
　
　

　
　

引

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）

　
建

物

　
器

具
及
び

備
品

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

　
ソ

フ
ト
ウ

エ
ア

う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

無
形

固
定

資
産

）

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）
当

期
増

加
額

（
Ｂ

）
当

期
減

価
償

却
額

（
Ｃ

）
当

期
減

少
額

（
Ｄ

）
期

末
帳

簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）
減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額

摘
要

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
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別
紙
３
(
⑧
)

社
会

福
祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法

人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
事

業
団

拠
点

区
分
　

　
　

　
身

体
障

害
者

福
祉

セ
ン

タ
ー

（
単

位
：

円
）

1
,
3
8
1
,
1
7
8

0
0

0
2
1
1
,
0
4
5

0
0

0
1
,
1
7
0
,
1
3
3

0
1
,
2
7
4
,
4
7
1

0
2
,
4
4
4
,
6
0
4

0

9
4
6
,
2
3
3

4
9
1
,
7
1
0

0
0

9
4
6
,
2
3
1

4
9
1
,
7
1
0

0
0

2
0

5
,
9
7
9
,
5
3
6

2
,
9
8
0
,
0
0
0

5
,
9
7
9
,
5
3
8

2
,
9
8
0
,
0
0
0

7
,
0
4
5
,
5
4
2

0
0

0
1
,
4
1
1
,
3
5
6

0
0

0
5
,
6
3
4
,
1
8
6

0
1
0
,
7
1
4
,
0
5
4

0
1
6
,
3
4
8
,
2
4
0

0

1
,
2
8
8
,
4
5
8

0
0

0
3
2
8
,
9
6
8

0
0

0
9
5
9
,
4
9
0

0
6
8
5
,
3
5
0

0
1
,
6
4
4
,
8
4
0

0

1
0
,
6
6
1
,
4
1
1

4
9
1
,
7
1
0

0
0

2
,
8
9
7
,
6
0
0

4
9
1
,
7
1
0

0
0

7
,
7
6
3
,
8
1
1

0
1
8
,
6
5
3
,
4
1
1

2
,
9
8
0
,
0
0
0

2
6
,
4
1
7
,
2
2
2

2
,
9
8
0
,
0
0
0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

1
0
,
9
8
3
,
7
9
7

4
9
1
,
7
1
0

0
0

2
,
9
6
3
,
1
7
0

4
9
1
,
7
1
0

0
0

8
,
0
2
0
,
6
2
7

0
1
8
,
7
2
4
,
4
4
5

2
,
9
8
0
,
0
0
0

2
6
,
7
4
5
,
0
7
2

2
,
9
8
0
,
0
0
0

1
0
,
9
8
3
,
7
9
7

4
9
1
,
7
1
0

0
0

2
,
9
6
3
,
1
7
0

4
9
1
,
7
1
0

0
0

8
,
0
2
0
,
6
2
7

0
1
8
,
7
2
4
,
4
4
5

2
,
9
8
0
,
0
0
0

2
6
,
7
4
5
,
0
7
2

2
,
9
8
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0

1
0
,
9
8
3
,
7
9
7

4
9
1
,
7
1
0

0
0

2
,
9
6
3
,
1
7
0

4
9
1
,
7
1
0

0
0

8
,
0
2
0
,
6
2
7

0

（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

差
　
　
　

　
　

引

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

無
形

固
定

資
産

）

　
ソ

フ
ト
ウ

エ
ア

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

無
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
計

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）

　
建

物

　
車

輌
運
搬

具

　
器

具
及
び

備
品

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

　
リ

ー
ス
資

産

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）
当

期
増

加
額

（
Ｂ

）
当

期
減

価
償

却
額

（
Ｃ

）
当

期
減

少
額

（
Ｄ

）
期

末
帳

簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）
減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額

摘
要

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
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別
紙
３
(
⑧
)

社
会

福
祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法

人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
事

業
団

拠
点

区
分
　

　
　

　
相

談
支

援
事

業
所

「
シ

グ
ナ

ル
」

（
単

位
：

円
）

3
6
6
,
4
6
0

0
0

0
2
6
,
6
0
4

0
0

0
3
3
9
,
8
5
6

0
1
3
5
,
2
3
6

0
4
7
5
,
0
9
2

0

1
4
0
,
6
0
9

0
0

0
7
3
,
8
2
1

0
0

0
6
6
,
7
8
8

0
3
7
5
,
2
5
6

0
4
4
2
,
0
4
4

0

4
,
7
2
4
,
2
5
2

0
0

0
1
,
2
0
6
,
1
9
2

0
0

0
3
,
5
1
8
,
0
6
0

0
2
,
5
1
2
,
9
0
0

0
6
,
0
3
0
,
9
6
0

0

5
,
2
3
1
,
3
2
1

0
0

0
1
,
3
0
6
,
6
1
7

0
0

0
3
,
9
2
4
,
7
0
4

0
3
,
0
2
3
,
3
9
2

0
6
,
9
4
8
,
0
9
6

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

5
,
5
5
3
,
7
0
7

0
0

0
1
,
3
7
2
,
1
8
7

0
0

0
4
,
1
8
1
,
5
2
0

0
3
,
0
9
4
,
4
2
6

0
7
,
2
7
5
,
9
4
6

0

5
,
5
5
3
,
7
0
7

0
0

0
1
,
3
7
2
,
1
8
7

0
0

0
4
,
1
8
1
,
5
2
0

0
3
,
0
9
4
,
4
2
6

0
7
,
2
7
5
,
9
4
6

0

0
0

0
0

0

5
,
5
5
3
,
7
0
7

0
0

0
1
,
3
7
2
,
1
8
7

0
0

0
4
,
1
8
1
,
5
2
0

0

（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

差
　
　
　

　
　

引

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）

　
建

物

　
器

具
及
び

備
品

　
リ

ー
ス
資

産

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

無
形

固
定

資
産

）

　
ソ

フ
ト
ウ

エ
ア

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

無
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
計

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）
当

期
増

加
額

（
Ｂ

）
当

期
減

価
償

却
額

（
Ｃ

）
当

期
減

少
額

（
Ｄ

）
期

末
帳

簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）
減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）
摘
要

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
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別
紙
３
(
⑧
)

社
会

福
祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法

人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
事

業
団

拠
点

区
分
　

　
　

　
地

域
活

動
支

援
セ

ン
タ

ー
「

オ
ル

ゴ
ー

ル
」

（
単

位
：

円
）

1
1
4
,
5
3
4

0
0

0
9
,
4
0
6

0
0

0
1
0
5
,
1
2
8

0
3
5
,
2
7
2

0
1
4
0
,
4
0
0

0

1
0

0
0

0
0

0
0

1
0

6
6
9
,
5
9
9

0
6
6
9
,
6
0
0

0

8
5
8
,
9
7
2

0
0

0
2
1
9
,
3
1
2

0
0

0
6
3
9
,
6
6
0

0
4
5
6
,
9
0
0

0
1
,
0
9
6
,
5
6
0

0

9
7
3
,
5
0
7

0
0

0
2
2
8
,
7
1
8

0
0

0
7
4
4
,
7
8
9

0
1
,
1
6
1
,
7
7
1

0
1
,
9
0
6
,
5
6
0

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

1
,
2
9
5
,
8
9
3

0
0

0
2
9
4
,
2
8
8

0
0

0
1
,
0
0
1
,
6
0
5

0
1
,
2
3
2
,
8
0
5

0
2
,
2
3
4
,
4
1
0

0

1
,
2
9
5
,
8
9
3

0
0

0
2
9
4
,
2
8
8

0
0

0
1
,
0
0
1
,
6
0
5

0
1
,
2
3
2
,
8
0
5

0
2
,
2
3
4
,
4
1
0

0

0
0

0
0

0

1
,
2
9
5
,
8
9
3

0
0

0
2
9
4
,
2
8
8

0
0

0
1
,
0
0
1
,
6
0
5

0

（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

差
　
　
　

　
　

引

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）

　
建

物

　
器

具
及
び

備
品

　
リ

ー
ス
資

産

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

無
形

固
定

資
産

）

　
ソ

フ
ト
ウ

エ
ア

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

無
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
計

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）
当

期
増

加
額

（
Ｂ

）
当

期
減

価
償

却
額

（
Ｃ

）
当

期
減

少
額

（
Ｄ

）
期

末
帳

簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）
減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）
摘
要

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
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別
紙
３
(
⑧
)

社
会

福
祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法

人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
事

業
団

拠
点

区
分
　

　
　

　
生

活
介

護
・

就
労

継
続

「
か

が
や

き
」

（
単

位
：

円
）

1
,
7
7
8
,
4
5
0

0
0

0
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3
3
,
7
6
6

0
0

0
1
,
6
4
4
,
6
8
4

0
4
6
7
,
8
8
6

0
2
,
1
1
2
,
5
7
0

0

5
0
7
,
6
8
1

4
0
4
,
2
5
5

0
0

5
0
7
,
6
7
9

4
0
4
,
2
5
5

0
0

2
0

3
,
8
8
4
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1
8
8

3
,
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7
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,
0
0
0

3
,
8
8
4
,
1
9
0

3
,
0
7
0
,
0
0
0

2
5
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,
0
4
9

0
0

0
4
2
,
4
3
0

0
0

0
2
0
8
,
6
1
9

0
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3
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5

0
3
3
9
,
4
4
4

0

3
,
4
3
5
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8
4
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0
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0
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8
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0
1
,
8
2
7
,
5
7
5

0
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3
8
6
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1
8
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0

5
,
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7
3
,
0
2
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4
0
4
,
2
5
5

0
0

1
,
5
6
1
,
1
1
1

4
0
4
,
2
5
5

0
0

4
,
4
1
1
,
9
1
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0
6
,
3
1
0
,
4
7
4

3
,
0
7
0
,
0
0
0

1
0
,
7
2
2
,
3
8
4

3
,
0
7
0
,
0
0
0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

6
,
2
9
5
,
4
0
7

4
0
4
,
2
5
5

0
0

1
,
6
2
6
,
6
8
1

4
0
4
,
2
5
5

0
0

4
,
6
6
8
,
7
2
6

0
6
,
3
8
1
,
5
0
8

3
,
0
7
0
,
0
0
0

1
1
,
0
5
0
,
2
3
4

3
,
0
7
0
,
0
0
0

6
,
2
9
5
,
4
0
7

4
0
4
,
2
5
5

0
0

1
,
6
2
6
,
6
8
1

4
0
4
,
2
5
5

0
0

4
,
6
6
8
,
7
2
6

0
6
,
3
8
1
,
5
0
8

3
,
0
7
0
,
0
0
0

1
1
,
0
5
0
,
2
3
4

3
,
0
7
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0

6
,
2
9
5
,
4
0
7

4
0
4
,
2
5
5

0
0

1
,
6
2
6
,
6
8
1

4
0
4
,
2
5
5

0
0

4
,
6
6
8
,
7
2
6

0

（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

差
　
　
　

　
　

引

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

無
形

固
定

資
産

）

　
ソ

フ
ト
ウ

エ
ア

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

無
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
計

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）

　
建

物

　
車

輌
運
搬

具

　
器

具
及
び

備
品

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

　
リ

ー
ス
資

産

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）
当

期
増

加
額

（
Ｂ

）
当

期
減

価
償

却
額

（
Ｃ

）
当

期
減

少
額

（
Ｄ

）
期

末
帳

簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）
減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額

摘
要

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
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別
紙
３
(
⑧
)

社
会

福
祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法

人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
事

業
団

拠
点

区
分
　

　
　

　
就

労
継

続
支

援
施

設
「

は
ば

た
き

」
（

単
位
：

円
）
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4
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0

1
,
9
8
8
,
4
8
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0
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3
9
,
4
0
0

0
4
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4
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2
9
8

0
0

0
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,
8
7
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,
5
8
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0
9
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7
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0
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7
9
8
,
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0
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0

0
0

0
0

0

1
,
9
8
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8
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9
,
4
0
0

0
4
5
4
,
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9
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0
0

0
1
,
8
7
3
,
5
8
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0

（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

差
　
　
　

　
　

引

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）

　
建

物

　
器

具
及
び

備
品

　
リ

ー
ス
資

産

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

無
形

固
定

資
産

）

　
ソ

フ
ト
ウ

エ
ア

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

無
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
計

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）
当

期
増

加
額

（
Ｂ

）
当

期
減

価
償

却
額

（
Ｃ

）
当

期
減

少
額

（
Ｄ

）
期

末
帳

簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）
減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）
摘
要

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
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別
紙
３
(
⑧
)

社
会

福
祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法

人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
事

業
団

拠
点

区
分
　

　
　

　
障

害
者

生
活

介
護

施
設

「
ふ

れ
ん

ず
」

（
単

位
：

円
）

3
9
2
,
1
3
7

0
0

0
2
9
,
5
9
4

0
0

0
3
6
2
,
5
4
3

0
7
9
,
1
7
7

0
4
4
1
,
7
2
0

0

3
3
1
,
9
6
5

0
0

0
3
6
,
1
8
0

0
0

0
2
9
5
,
7
8
5

0
2
4
4
,
2
1
5

0
5
4
0
,
0
0
0

0

1
0

0
0

0
0

0
0

1
0

2
,
6
5
3
,
9
9
9

2
,
0
8
0
,
0
0
0

2
,
6
5
4
,
0
0
0

2
,
0
8
0
,
0
0
0

0
0

6
2
7
,
0
0
0

6
2
7
,
0
0
0

3
6
,
5
7
5

3
6
,
5
7
5

0
0

5
9
0
,
4
2
5

5
9
0
,
4
2
5

3
6
,
5
7
5

3
6
,
5
7
5

6
2
7
,
0
0
0

6
2
7
,
0
0
0

2
,
5
7
6
,
8
6
9

0
0

0
6
5
7
,
9
2
4

0
0

0
1
,
9
1
8
,
9
4
5

0
1
,
3
7
0
,
6
7
5

0
3
,
2
8
9
,
6
2
0

0

3
,
3
0
0
,
9
7
2

0
6
2
7
,
0
0
0

6
2
7
,
0
0
0

7
6
0
,
2
7
3

3
6
,
5
7
5

0
0

3
,
1
6
7
,
6
9
9

5
9
0
,
4
2
5

4
,
3
8
4
,
6
4
1

2
,
1
1
6
,
5
7
5

7
,
5
5
2
,
3
4
0

2
,
7
0
7
,
0
0
0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

3
,
6
2
3
,
3
5
8

0
6
2
7
,
0
0
0

6
2
7
,
0
0
0

8
2
5
,
8
4
3

3
6
,
5
7
5

0
0

3
,
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5
9
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4
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4
,
4
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6
7
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2
,
1
1
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5
7
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7
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8
8
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1
9
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2
,
7
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7
,
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0
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3
,
6
2
3
,
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5
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0
6
2
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,
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6
2
7
,
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8
2
5
,
8
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3
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3
,
4
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,
5
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5
9
0
,
4
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4
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4
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2
,
1
1
6
,
5
7
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7
,
8
8
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,
1
9
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2
,
7
0
7
,
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0

3
,
6
2
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,
3
5
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0
6
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0
0

6
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7
,
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0
0

8
2
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,
8
4
3

3
6
,
5
7
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3
,
4
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4
,
5
1
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5
9
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,
4
2
5

（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

差
　
　
　

　
　

引

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

無
形

固
定

資
産

）

　
ソ

フ
ト
ウ

エ
ア

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

無
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
計

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）

　
建

物

　
構

築
物

　
車

輌
運
搬

具

　
リ

ー
ス
資

産

う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

　
器

具
及
び

備
品

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）
当

期
増

加
額

（
Ｂ

）
当

期
減

価
償

却
額

（
Ｃ

）
当

期
減

少
額

（
Ｄ

）
期

末
帳

簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）
減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額

摘
要

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
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社
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福
祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法

人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
事

業
団

拠
点

区
分
　

　
　

　
友

愛
の

さ
と

診
療

所
（

単
位
：

円
）
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0

0
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0
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0
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0
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（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

　
建

物

　
構

築
物

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

差
　
　
　

　
　

引

　
リ

ー
ス
資

産

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

無
形

固
定

資
産

）

　
ソ

フ
ト
ウ

エ
ア

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

無
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
計

　
器

具
及
び

備
品

減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

う
ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額

当
期

減
少

額
（

Ｄ
） う
ち

国
庫

補
助

金
等

の
額

期
末

帳
簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）

う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額

当
期
増

加
額

（
Ｂ

） う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額

当
期

減
価

償
却

額
（

Ｃ
）

摘
要
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社
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祉
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人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
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団

拠
点

区
分
　

　
　

　
発

達
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー
「

ル
ピ

ロ
」

（
単

位
：

円
）
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（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

そ
の

他
の
固

定
資

産
計

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

差
　
　
　

　
　

引

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）

　
リ
ー

ス
資

産

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）
当

期
増

加
額

（
Ｂ

）
当

期
減

価
償

却
額

（
Ｃ

）
当

期
減

少
額

（
Ｄ

）
期

末
帳

簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）
減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）
摘
要

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額
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別
紙
３
(
⑧
)

社
会

福
祉
法

人
名

　
社

会
福

祉
法

人
　

浜
松

市
社

会
福

祉
事

業
団

拠
点

区
分
　

　
　

　
子

ど
も

の
こ

こ
ろ

の
診

療
所

（
単

位
：

円
）

2
,
0
8
2
,
1
6
5

0
1
4
9
,
6
0
0

0
2
1
2
,
9
0
5

0
0

0
2
,
0
1
8
,
8
6
0

0
1
,
3
1
6
,
7
2
5

0
3
,
3
3
5
,
5
8
5

0

2
4
0
,
4
1
7

0
0

0
6
7
,
9
7
5

0
0

0
1
7
2
,
4
4
2

0
1
6
7
,
4
3
4

0
3
3
9
,
8
7
6

0

9
,
8
7
1
,
5
4
3

0
0

0
4
,
4
1
0
,
3
4
8

0
0

0
5
,
4
6
1
,
1
9
5

0
1
6
,
5
9
0
,
5
4
5

0
2
2
,
0
5
1
,
7
4
0

0

1
2
,
1
9
4
,
1
2
5

0
1
4
9
,
6
0
0

0
4
,
6
9
1
,
2
2
8

0
0

0
7
,
6
5
2
,
4
9
7

0
1
8
,
0
7
4
,
7
0
4

0
2
5
,
7
2
7
,
2
0
1

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

3
2
2
,
3
8
6

0
0

0
6
5
,
5
7
0

0
0

0
2
5
6
,
8
1
6

0
7
1
,
0
3
4

0
3
2
7
,
8
5
0

0

1
2
,
5
1
6
,
5
1
1

0
1
4
9
,
6
0
0

0
4
,
7
5
6
,
7
9
8

0
0

0
7
,
9
0
9
,
3
1
3

0
1
8
,
1
4
5
,
7
3
8

0
2
6
,
0
5
5
,
0
5
1

0

1
2
,
5
1
6
,
5
1
1

0
1
4
9
,
6
0
0

0
4
,
7
5
6
,
7
9
8

0
0

0
7
,
9
0
9
,
3
1
3

0
1
8
,
1
4
5
,
7
3
8

0
2
6
,
0
5
5
,
0
5
1

0

0
0

0
0

0

1
2
,
5
1
6
,
5
1
1

0
1
4
9
,
6
0
0

0
4
,
7
5
6
,
7
9
8

0
0

0
7
,
9
0
9
,
3
1
3

0

（
注
）

1
.
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
に

つ
い

て
は

、
設
備

資
金

元
金

償
還

補
助
金

が
あ

る
場

合
に

は
、
償

還
補

助
総

額
を
記

載
し

た
上
で
、
国
庫
補
助
金
取
崩
計
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

　
た

だ
し

、
「
将

来
入

金
予

定
の
償

還
補

助
金

の
額
」

欄
で

は
、

「
期

首
帳
簿

価
額

」
の

「
う

ち
国
庫

補
助

金
等

の
額
」

は
マ

イ
ナ
ス
表
示
し
、
実
際
に
補
助
金
を
受
け
た
場
合
に
「
当
期
増
加
額
」
の

　
　
　

　
「

う
ち

国
庫
補

助
金

等
の

額
」
を

プ
ラ

ス
表

示
す
る

こ
と

に
よ

り
、

「
差
引

」
欄

の
「

期
末

帳
簿
価

額
」

の
「

う
ち
国

庫
補

助
金
等
の
額
」
が
貸
借
対
照
表
上
の
国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
残
高
と

　
　
　

　
一

致
す

る
こ
と

が
確

認
で

き
る
。

　
　
　

2
.
「

当
期

増
加
額

」
に

は
減

価
償
却

控
除

前
の

増
加
額

、
「

当
期

減
少

額
」
に

は
当

期
減

価
償

却
額
を

控
除

し
た

減
少
額

を
記

載
す
る
。

　
建

物

　
器

具
及
び

備
品

将
来
入

金
予

定
の

償
還

補
助

金
の

額

差
　
　
　

　
　

引

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

有
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

無
形

固
定

資
産

）

　
ソ

フ
ト
ウ

エ
ア

そ
の

他
の

固
定

資
産
（

無
形

固
定

資
産

）
計

そ
の

他
の
固

定
資

産
計

基
本
財

産
及

び
そ
の

他
の

固
定

資
産

計

　
リ

ー
ス
資

産

減
価

償
却

累
計

額
（

Ｆ
）

う
ち
国

庫
補

助
金
等

の
額

期
末
取
得

原
価
（

Ｇ
＝
Ｅ

＋
Ｆ

）

う
ち

国
庫

補
助

金
等
の

額
う

ち
国

庫
補

助
金

等
の

額

当
期

減
少

額
（

Ｄ
） う
ち

国
庫

補
助

金
等

の
額

期
末

帳
簿
価
額

 
（

Ｅ
＝

Ａ
＋
Ｂ

－
Ｃ
－
Ｄ

）

う
ち
国
庫

補
助
金
等
の

額

そ
の

他
の
固

定
資

産
（

有
形

固
定

資
産

）

基
本
財
産
及
び
そ
の
他
の
固
定
資
産
（
有
形
・
無
形
固
定
資
産
）
の
明
細
書

（
自

）
 
令

和
 
2
年

 
4
月

 
1
日

 
 
（

至
）

 
令

和
 
3
年

 
3
月

3
1
日

資
産

の
種
類

及
び

名
称

期
首

帳
簿

価
額

（
Ａ

）

う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額

当
期
増

加
額

（
Ｂ

） う
ち

国
庫

補
助
金

等
の

額

当
期

減
価

償
却

額
（

Ｃ
）

摘
要
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社会福祉法人浜松市社会福祉事業団

拠点区分　 本部

（単位：円）

目的使用

416,000 0

( 0 ) ( 0 )

0 0

( 0 ) ( 0 )

416,000 0

( 0 ) ( 0 )

拠点区分　 児童発達支援センター「ひまわり」

（単位：円）

目的使用

15,656,236 0

( 0 ) ( 0 )

6,800,076 2,734,096

( 715,032 ) ( 2,734,096 )

22,456,312 2,734,096

( 715,032 ) ( 2,734,096 )

拠点区分　 児童発達支援事業所「ひまわり　ひくまの丘」

（単位：円）

目的使用

1,649,792 0

( 0 ) ( 0 )

250,347 268,102

( 0 ) ( 268,102 )

1,900,139 268,102

( 0 ) ( 268,102 )

拠点区分　 児童発達支援事業所「ひまわり　こころん」

（単位：円）

目的使用

1,491,140 0

( 0 ) ( 0 )

743,265 1,080,388

( 0 ) ( 1,080,388 )

2,234,405 1,080,388

( 0 ) ( 1,080,388 )
計 15,628,526 1,306,284 15,476,259

賞与引当金 1,306,284 1,306,284 1,491,140

退職給付引当金 14,322,242 0 13,985,119

引当金明細書

科目 期首残高 期末残高 摘要
当期減少額

432,000

当期増加額

432,000

0

その他

計 432,000 416,000

416,000

0

（自）　令和2年 4月 1日　（至）　令和3年 3月31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

賞与引当金

退職給付引当金

432,000

0

賞与引当金 15,613,132 15,613,132 15,656,236

退職給付引当金 69,376,198 0 73,442,178

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

計 84,989,330 15,613,132 89,098,414

賞与引当金 1,452,248 1,452,248 1,649,792

退職給付引当金 13,929,246 0 13,911,491

計 15,381,494 1,452,248 15,561,283

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他
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拠点区分　 身体障害者福祉センター

（単位：円）

目的使用

3,217,640 0

( 0 ) ( 0 )

15,610,647 467,514

( 14,100,103 ) ( 467,514 )

18,828,287 467,514

( 14,100,103 ) ( 467,514 )

拠点区分　 相談支援事業所「シグナル」

（単位：円）

目的使用

8,535,616 0

( 0 ) ( 0 )

4,450,759 1,148,398

( 0 ) ( 1,148,398 )

12,986,375 1,148,398

( 0 ) ( 1,148,398 )

拠点区分　 地域活動支援センター「オルゴール」

（単位：円）

目的使用

603,040 0

( 0 ) ( 0 )

0 644,504

( 0 ) ( 644,504 )

603,040 644,504

( 0 ) ( 644,504 )

拠点区分　 生活介護・就労継続支援施設「かがやき」

（単位：円）

目的使用

5,805,460 0

( 0 ) ( 0 )

3,407,310 1,010,824

( 551,416 ) ( 1,010,824 )

9,212,770 1,010,824

( 551,416 ) ( 1,010,824 )

拠点区分　 就労継続支援施設「はばたき」

（単位：円）

目的使用

2,197,180 0

( 0 ) ( 0 )

1,259,543 348,067

( 0 ) ( 348,067 )

3,456,723 348,067

( 0 ) ( 348,067 )

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

賞与引当金 2,656,280 2,656,280 3,217,640

退職給付引当金 27,921,089 0 43,064,222

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

計 30,577,369 2,656,280 46,281,862

賞与引当金 7,613,220 7,613,220 8,535,616

退職給付引当金 59,203,704 5,997,765 56,508,300

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

計 66,816,924 13,610,985 65,043,916

賞与引当金 715,180 715,180 603,040

退職給付引当金 902,564 0 258,060

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

計 1,617,744 715,180 861,100

賞与引当金 5,188,076 5,188,076 5,805,460

退職給付引当金 42,805,539 0 45,202,025

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

計 47,993,615 5,188,076 51,007,485

賞与引当金 1,978,912 1,978,912 2,197,180

退職給付引当金 25,758,909 0 26,670,385

計 27,737,821 1,978,912 28,867,565
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拠点区分　 障害者生活介護施設「ふれんず」

（単位：円）

目的使用

4,692,808 0

( 0 ) ( 0 )

1,592,906 959,564

( 353,298 ) ( 959,564 )

6,285,714 959,564

( 353,298 ) ( 959,564 )

拠点区分　 友愛のさと診療所

（単位：円）

目的使用

19,600,352 0

( 0 ) ( 0 )

9,931,387 3,706,372

( 0 ( 3,706,372 )

29,531,739 3,706,372

( 0 ) ( 3,706,372 )

拠点区分　 発達相談支援センター「ルピロ」

（単位：円）

目的使用

769,988 0

( 0 ) ( 0 )

1,100,630 0

( 0 ) ( 0 )

1,870,618 0

( 0 ) ( 0 )

拠点区分　 子どものこころの診療所

（単位：円）

目的使用

12,634,040 0

( 0 ) ( 0 )

3,746,185 1,842,902

( 0 ) ( 1,842,902 )

16,380,225 1,842,902

( 0 ) ( 1,842,902 )

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、退職給付の支払を伴わない

    退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内

    数として記載するものとする。

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

賞与引当金 4,781,660 4,781,660 4,692,808

退職給付引当金 23,862,603 0 24,495,945

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

計 28,644,263 4,781,660 29,188,753

賞与引当金 20,594,588 20,594,588 19,600,352

退職給付引当金 85,977,223 1,452,864 90,749,374

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

計 106,571,811 22,047,452 110,349,726

賞与引当金 609,992 609,992 769,988

退職給付引当金 11,199,684 0 12,300,314

計 11,809,676 609,992 13,070,302

退職給付引当金 35,391,964 1,485,708 35,809,539

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

計 47,484,136 13,577,880 48,443,579

賞与引当金 12,092,172 12,092,172 12,634,040
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社会福祉法人浜松市社会福祉事業団

拠点区分 本部

（単位：円）

計 0 0 0 0

計 0 0 0 0

拠点区分 児童発達支援センター「ひまわり」

（単位：円）

施設設備等整備積立金 20,000,000 0 0 20,000,000

財政調整積立金 44,981,884 0 5,000,000 39,981,884

計 64,981,884 0 5,000,000 59,981,884

退職給付引当資産 69,376,198 6,800,076 2,734,096 73,442,178 退職給付引当金による

施設設備等整備積立資産 20,000,000 0 0 20,000,000

財政調整積立資産 44,981,884 0 5,000,000 39,981,884

計 134,358,082 6,800,076 7,734,096 133,424,062

拠点区分 児童発達支援事業所「ひまわり　ひくまの丘」

（単位：円）

計 0 0 0 0

退職給付引当資産 13,929,246 250,347 268,102 13,911,491 退職給付引当金による

計 13,929,246 250,347 268,102 13,911,491

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

当期減少額

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

積立金・積立資産明細書

科目 前期末残高 当期増加額 期末残高 摘要当期減少額

科目 前期末残高 当期増加額 期末残高 摘要当期減少額

科目 前期末残高 当期増加額 期末残高

（自）　令和2年 4月 1日　（至）　令和3年 3月31日

摘要

摘要
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拠点区分 児童発達支援事業所「ひまわり　こころん」

（単位：円）

財政調整積立金 0 1,338,000 0 1,338,000

計 0 1,338,000 0 1,338,000

退職給付引当資産 14,322,242 743,265 1,080,388 13,985,119 退職給付引当金による

財政調整積立資産 0 1,338,000 0 1,338,000

計 14,322,242 2,081,265 1,080,388 15,323,119

拠点区分 身体障害者福祉センター

（単位：円）

財政調整積立金 1,566,000 0 0 1,566,000

計 1,566,000 0 0 1,566,000

退職給付引当資産 27,921,089 15,610,647 467,514 43,064,222 退職給付引当金による

財政調整積立資産 1,566,000 0 0 1,566,000

計 29,487,089 15,610,647 467,514 44,630,222

拠点区分 相談支援事業所「シグナル」

（単位：円）

財政調整積立金 116,000 2,000,000 0 2,116,000

計 116,000 2,000,000 0 2,116,000

退職給付引当資産 59,203,704 4,450,759 7,146,163 56,508,300 退職給付引当金による

財政調整積立資産 116,000 2,000,000 2,116,000

計 59,319,704 6,450,759 7,146,163 58,624,300

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

当期減少額

科目 前期末残高 当期増加額 期末残高 摘要当期減少額

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

摘要前期末残高 当期増加額 期末残高科目
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拠点区分 地域活動支援センター「オルゴール」

（単位：円）

財政調整積立金 951,000 0 951,000 0

計 951,000 0 951,000 0

退職給付引当資産 902,564 0 644,504 258,060 退職給付引当金による

財政調整積立資産 951,000 0 951,000 0

計 1,853,564 0 1,595,504 258,060

拠点区分 生活介護・就労継続支援施設「かがやき」

（単位：円）

財政調整積立金 25,386,000 0 0 25,386,000

計 25,386,000 0 0 25,386,000

退職給付引当資産 42,805,539 3,407,310 1,010,824 45,202,025 退職給付引当金による

財政調整積立資産 25,386,000 0 0 25,386,000

計 68,191,539 3,407,310 1,010,824 70,588,025

拠点区分 就労継続支援施設「はばたき」

（単位：円）

財政調整積立金 10,855,517 0 10,855,517 0

計 10,855,517 0 10,855,517 0

退職給付引当資産 25,758,909 1,259,543 348,067 26,670,385 退職給付引当金による

財政調整積立資産 10,855,517 0 10,855,517 0

計 36,614,426 1,259,543 11,203,584 26,670,385

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 期末残高 摘要当期減少額

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 期末残高 摘要当期減少額

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 期末残高 摘要当期減少額

-181-



拠点区分 障害者生活介護施設「ふれんず」

（単位：円）

財政調整積立金 31,628,000 0 6,000,000 25,628,000

計 31,628,000 0 6,000,000 25,628,000

退職給付引当資産 23,862,603 1,592,906 959,564 24,495,945 退職給付引当金による

財政調整積立資産 31,628,000 0 6,000,000 25,628,000

計 55,490,603 1,592,906 6,959,564 50,123,945

拠点区分 友愛のさと診療所

（単位：円）

施設設備等整備積立金 15,000,000 0 0 15,000,000

財政調整積立金 16,408,815 7,905,000 0 24,313,815

計 31,408,815 7,905,000 0 39,313,815

退職給付引当資産 85,977,223 9,931,387 5,159,236 90,749,374 退職給付引当金による

施設設備等整備積立資産 15,000,000 0 0 15,000,000

財政調整積立資産 16,408,815 7,905,000 0 24,313,815

計 117,386,038 17,836,387 5,159,236 130,063,189

拠点区分 発達相談支援センター「ルピロ」

（単位：円）

計 0 0 0 0

退職給付引当資産 11,199,684 1,100,630 0 12,300,314 退職給付引当金による

計 11,199,684 1,100,630 0 12,300,314

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 期末残高 摘要当期減少額

科目 前期末残高 当期増加額 期末残高 摘要当期減少額

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 期末残高 摘要当期減少額
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拠点区分 子どものこころの診療所

（単位：円）

施設設備等整備積立金 15,000,000 0 0 15,000,000

計 15,000,000 0 0 15,000,000

退職給付引当資産 35,391,964 3,746,185 3,328,610 35,809,539 退職給付引当金による

施設設備等整備積立資産 15,000,000 0 0 15,000,000

計 50,391,964 3,746,185 3,328,610 50,809,539

拠点区分 友愛のさと診療所治験事業

（単位：円）

計 0 0 0 0

計 0 0 0 0

拠点区分 子どものこころの診療所治験事業

（単位：円）

財政調整積立金 58,000 0 58,000 0

計 58,000 0 58,000 0

財政調整積立資産 58,000 0 58,000 0

計 58,000 0 58,000 0

(注)　１．積立金を計上せずに積立資産を積立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。
　　  ２．退職給付引当金に対応して退職給付引当資産を積立てる場合及び長期預かり金に対応して長期預かり金 
          積立資産を積立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 期末残高 摘要当期減少額

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要
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社会福祉法人名　社会福祉法人　浜松市社会福祉事業団
拠点区分　生活介護・就労継続「かがやき」

(単位:円)

「かがやき」（生活介護） 「かがやき」（就労継続支援）

受託収益 1,330,725 134,237 1,196,488
事業収益 450,295 315,902 134,393
その他の事業収益 62,305 62,305

補助金事業収益（公費） 62,305 62,305
1,843,325 450,139 1,393,186

就労支援事業販売原価
当期就労支援事業製造原価 1,479,587 257,625 1,221,962
当期就労支援事業仕入高 220,910 165,652 55,258

1,700,497 423,277 1,277,220
1,700,497 423,277 1,277,220

就労支援事業販管費 142,828 26,862 115,966
1,843,325 450,139 1,393,186

0 0 0

社会福祉法人名　社会福祉法人　浜松市社会福祉事業団
拠点区分　生活介護・就労継続「かがやき」

(単位:円)

「かがやき」（生活介護） 「かがやき」（就労継続支援）

Ⅰ　材料費
当期材料費

Ⅱ　労務費
 1. 利用者工賃 1,417,282 257,625 1,159,657

当期労務費 1,417,282 257,625 1,159,657
Ⅲ　外注加工費

当期外注加工費
Ⅳ　経費

 1. 福利厚生費 62,305 62,305
当期経費 62,305 62,305
当期就労支援事業製造総費用 1,479,587 257,625 1,221,962

1,479,587 257,625 1,221,962
当期就労支援事業製造原価 1,479,587 257,625 1,221,962

社会福祉法人名　社会福祉法人　浜松市社会福祉事業団
拠点区分　生活介護・就労継続「かがやき」

(単位:円)

「かがやき」（生活介護） 「かがやき」（就労継続支援）

 1. 通信運搬費 1,100 1,100
 2. 租税公課 141,728 25,762 115,966

142,828 26,862 115,966

就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）
(自)令和 2年 4月 1日(至)令和 3年 3月31日

勘定科目 合計

生活介護・就労継続「かがやき」

金額 金額

収
益

就労支援事業活動収益計

費
用

合計
差引

就労支援事業活動費用計
就労支援事業活動増減差額

就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）
(自)令和 2年 4月 1日(至)令和 3年 3月31日

勘定科目 合計

生活介護・就労継続「かがやき」

金額 金額

就労支援事業販管費合計

合計

就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用）
(自)令和 2年 4月 1日(至)令和 3年 3月31日

勘定科目 合計

生活介護・就労継続「かがやき」

金額 金額
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社会福祉法人名　社会福祉法人　浜松市社会福祉事業団
拠点区分　就労継続支援施設「はばたき」

(単位:円)

事業収益 3,298,635
その他の事業収益 770,758

補助金事業収益（公費） 770,758
4,069,393

就労支援事業販売原価
当期就労支援事業製造原価 1,278,363
当期就労支援事業仕入高 2,441,198

3,719,561
3,719,561

就労支援事業販管費 349,832
4,069,393

0

社会福祉法人名　社会福祉法人　浜松市社会福祉事業団
拠点区分　就労継続支援施設「はばたき」

(単位:円)

Ⅰ　材料費
当期材料費

Ⅱ　労務費
 1. 利用者工賃 982,659

当期労務費 982,659
Ⅲ　外注加工費 2,745

当期外注加工費 2,745
Ⅳ　経費

 1. 福利厚生費 270,758
 2. 水道光熱費 22,201

当期経費 292,959
当期就労支援事業製造総費用 1,278,363

1,278,363
当期就労支援事業製造原価 1,278,363

社会福祉法人名　社会福祉法人　浜松市社会福祉事業団
拠点区分　就労継続支援施設「はばたき」

(単位:円)

 1. 消耗品費 15,694
 2. 租税公課 42,500
 3. 雑費 291,638

349,832

就労支援事業製造原価明細書

就労支援事業別事業活動明細書
(自)令和 2年 4月 1日(至)令和 3年 3月31日

勘定科目 金額

収
益

就労支援事業活動収益計

費
用

合計
差引

就労支援事業活動費用計
就労支援事業活動増減差額

勘定科目 金額

就労支援事業販管費合計

(自)令和 2年 4月 1日(至)令和 3年 3月31日

勘定科目 金額

合計

就労支援事業販管費明細書
(自)令和 2年 4月 1日(至)令和 3年 3月31日
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社会福祉法人名　社会福祉法人　浜松市社会福祉事業団
拠点区分　障害者生活介護施設「ふれんず」

(単位:円)

事業収益 227,130
227,130

就労支援事業販売原価
当期就労支援事業製造原価 68,729
当期就労支援事業仕入高 143,139

211,868
211,868

就労支援事業販管費 15,262
227,130

0

社会福祉法人名　社会福祉法人　浜松市社会福祉事業団
拠点区分　障害者生活介護施設「ふれんず」

(単位:円)

Ⅰ　材料費
当期材料費

Ⅱ　労務費
 1. 利用者工賃 68,729

当期労務費 68,729
Ⅲ　外注加工費

当期外注加工費
Ⅳ　経費

当期経費
当期就労支援事業製造総費用 68,729

68,729
当期就労支援事業製造原価 68,729

社会福祉法人名　社会福祉法人　浜松市社会福祉事業団
拠点区分　障害者生活介護施設「ふれんず」

(単位:円)

 1. 消耗品費 1,862
 2. 租税公課 6,800
 3. 雑費 6,600

15,262

就労支援事業別事業活動明細書
(自)令和 2年 4月 1日(至)令和 3年 3月31日

勘定科目 金額

収
益 就労支援事業活動収益計

(自)令和 2年 4月 1日(至)令和 3年 3月31日

勘定科目 金額

合計

費
用

合計
差引

就労支援事業活動費用計
就労支援事業活動増減差額

就労支援事業製造原価明細書

勘定科目 金額

就労支援事業販管費合計

就労支援事業販管費明細書
(自)令和 2年 4月 1日(至)令和 3年 3月31日
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